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第８回 熊本県議会 総務常任委員会会議記録（平成22年12月14日） 

 

   第 ８ 回   熊本県議会 総務常任委員会会議記録 

 
平成22年12月14日(火曜日) 

            午前10時２分開議 

            午前11時38分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第１号 平成22年度熊本県一般会計補

正予算（第９号） 

 議案第９号 熊本県知事の権限に属する事

務処理の特例に関する条例の一部を改

正する条例の制定について 

 議案第11号 外国の地方公共団体の機関等

に派遣される職員等の処遇等に関する

条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

 議案第16号 当せん金付証票の発売につい

て    

  議案第22号 平成22年度熊本県一般会計補

正予算（第10号） 

 請第52号 私学助成の充実強化に関する請

 願  

 請第54号 民間人の言論統制を行う防衛省

 事務次官通達の撤回を求める意見書提出

 を求める請願 

 閉会中の継続審査事件(所管事務調査)に 

ついて 

 報告事項 

   ①「熊本県行政文書等の管理に関する条

  例(仮称)」の概要 

  ②政令指定都市実現に向けた動きについ

  て 

  ③川辺川ダムに関する最近の状況につい

  て 

 委員会提出議案 

  公私立学校間の格差是正に関する意見書 

     ――――――――――――――― 

出席委員(８人) 

        委 員 長 小早川 宗 弘 

        副委員長 増 永 慎一郎 

委  員 中 原 隆 博 

委  員 大 西 一 史 

委  員  城 下 広 作 

委  員 吉 永 和 世 

委  員  田 大 造 

委  員 浦 田 祐三子 

欠席委員(なし) 

委員外議員（なし） 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 知事公室 

                  公室長 安 倍 康 雄 

          政策審議監 田 嶋    徹 

        首席総務審議員兼      

        秘書課長 向 井 康 彦 

        広報課長 山 口 達 人 

  総務部 

         部 長  松 山 正 明 

         次 長 田 崎 龍 一 

         次 長 楢木野 史 貴 

           危機管理監 富  田  健  治 

       首席総務審議員兼      

        人事課長 豊 田 祐 一 

      総務事務センター長  兼 行 雅 雄 

    県政情報文書課長 佐 藤 祐 治 

          私学振興課長 五 嶋 道 也 

        財政課長 小 林 弘 史 

        管財課長 米 満 譲 治 

               税務課長 出 田 貴 康 

          市町村総室長  小 嶋 一 誠 

   市町村総室副総室長  能 登 哲 也 

   危機管理・防災消防 

         総室長 若 杉 鎭 信 

   危機管理・防災消防 
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      総室副総室長 原     悟 

   男女参画・協働推進 

          課長 中 園 幹 也 

 企画振興部 

         部 長 坂 本      基 

          次 長  河 野   靖 

         次 長 伊 藤 敏 明 

         企画課長 坂 本   浩 

      地域振興課長 佐 藤 伸 之 

   新幹線元年戦略推進 

          室長 津 森 洋 介 

   川辺川ダム総合対策 

          課長  田 中 浩 二 

      情報企画課長 松 永 康 生 

       文化企画課長 富 永 正 純 

         交通対策総室長  髙 田 公 生 

  交通対策総室副総室長 中 川   誠 

           統計調査課長  佐 伯 康 範 

 出納局 

        首席会計審議員兼 

                会計課長  田 上   勲 

            管理調達課長 清 田 隆 範 

 人事委員会事務局 

         局 長 松 見 辰 彦 

      首席総務審議員兼          

         総務課長 佐 藤 幸 男 

              公務員課長 松 見   久 

 監査委員事務局 

         局 長 林 田 直 志 

       首席監査審議員兼 

                  監査監 柳 田  幸 子 

                  監査監 山 中 和 彦 

         監査監 中 島 昭 則 

  議会事務局 

                  局 長 井 川 正 明 

         次長兼総務課長 高 橋 雄 二 

               議事課長 池 田 正 人 

      政務調査課長 船 越 宏 樹 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 徳 永 和 彦 

   政務調査課課長補佐  後 藤 勝 雄 

――――――――――――――― 

  午前10時２分開議 

○小早川宗弘委員長 それでは、ただいまか

ら第８回総務常任委員会を開会いたします。 

 まず、今回付託された請第52号について、

提出者から趣旨説明の申し出があっておりま

すので、これを許可したいと思います。 

 請第52号についての説明者を入室させてく

ださい。 

  （請第52号の説明者入室) 

○小早川宗弘委員長 おはようございます。

説明者の方に申し上げます。各委員には請願

書の写しを配付しておりますので、説明は簡

潔にお願いいたしたいと思います。 

 それでは、どうぞ。 

  （請第52号の説明者の趣旨説明) 

○小早川宗弘委員長 趣旨はわかりましたの

で、後ほどよく審査をしますので、本日はこ

れでお引き取りください。ありがとうござい

ました。 

  （請第52号の説明者退室) 

○小早川宗弘委員長 次に、本委員会に付託

された議案等を議題とし、これについて審査

を行います。 

 まず、議案等について執行部の説明を求め

た後に、一括して質疑を受けたいと思いま

す。なお、説明はできるだけ簡単に、また着

座のまま説明してください。 

 それでは、総務部長から総括説明をお願い

いたします。 

 

○松山総務部長 今回提案しております議案

の概要について御説明を申し上げます。 

 まず、今回の一般会計補正予算は、冒頭提

案の第１号議案と追加提案の第22号議案の２

つの議案を提案いたしております。 

 第１号議案は、国の経済対策に係る経済危

機対応・地域活性化予備費関連の経費を５億
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円、昨年度の経済対策で造成いたしました基

金を活用した経費を10億円、新型インフルエ

ンザワクチン接種負担軽減事業等の通常分を

35億円計上いたしておりまして、総額約50億

円の増額補正となるところでございます。 

 また、特別会計は2,500万円の増額補正と

なっております。 

 次に、追加提案に係る一般会計補正予算に

つきましては、第22号議案として、11月26日

に国会で成立いたしました国の補正予算等に

よる経済対策に伴う経費を128億円計上いた

しております。 

 また、特別会計は２億1,200万円の増額、

企業会計は1,400万円の減額補正となってお

ります。 

 これによりまして、11月一般会計補正予算

は、冒頭提案分と合わせまして約178億円の

増額補正となり、補正後の平成22年度予算規

模は約7,829億円となります。 

 このほか、熊本県知事の権限に属する事務

処理の特例に関する条例の一部を改正する条

例等の条例等案件につきましてもあわせて御

提案を申し上げております。 

 この後、予算関係議案の総括的な説明につ

きましては財政課長から、また、詳細な内容

及び条例等議案につきましては各課長、総室

長からそれぞれ御説明申し上げますので、よ

ろしく御審議をいただきますようお願い申し

上げます。 

 

○小早川宗弘委員長 次に、財政課長から、

平成22年度11月補正予算の概要等について説

明をお願いします。 

 

○小林財政課長 財政課でございます。着座

のまま失礼いたします。 

 まず、冒頭提案分の資料を御説明いたしま

す。１ページをお願いいたします。 

 平成22年度11月補正予算第９号の概要でご

ざいますが、１ページは総務部長の説明と重

複いたしますので、説明を割愛させていただ

きます。 

 ２ページをお開きください。 

 ２ページから３ページにかけまして、歳入

予算の内訳を示しております。 

 その主なものについてですが、７の分担金

及び負担金は、公共事業の追加に伴います市

町村負担金等が600万円余、９の国庫支出金

は、生活保護費等に係る国庫負担金約９億円

と新型インフルエンザワクチン接種負担の軽

減等や経済対策関連の国庫補助金約13億円で

約22億円、10の財産収入は、土地の売払い収

入が２億円余、12の繰入金は、経済対策で造

成した基金と災害基金からの繰入金で約12億

円、13の繰越金は、平成21年度からの剰余金

で８億円余、15の県債は約３億円となってお

ります。 

 次に、４ページをお開きください。 

 ４ページから５ページにかけまして、歳出

予算の内訳を示しております。 

 その主なものは、１の一般行政経費で約27

億円、２の投資的経費で約23億円、特別会計

の繰出金、４でございますが、これが約900

万円となっております。それぞれの説明欄

に、補正額に係る主な事業を掲載いたしてお

ります。 

 続きまして、６ページをお願いいたしま

す。 

 ６ページ、７ページは地方債の補正の内訳

でございますが、６ページで、地方債の追加

が2,500万円、７ページの変更が、補正前の

４億7,900万円から補正後の７億1,600万円へ

増額となります。先ほど歳入のところでお話

しいたしましたように、全体といたしまして

は約３億円の増となっております。 

 以上が11月補正予算の冒頭提案分の概要で

ございます。 

 続きまして、追加提案分の方を説明させて

いただきたいと思います。 

 恐れ入りますが、資料変わりまして、追号
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関係の別冊資料をごらんいただきたいという

ふうに存じます。 

 １枚お開きいただきまして、１ページをお

願いいたします。 

 平成22年度11月補正予算第10号の追加提案

分概要でございますが、総務部長の説明と重

複いたしますので割愛させていただきます。 

 ２ページをお開きください。 

 ２ページから３ページにかけて、歳入予算

の内訳を示しております。 

 その主なものについてですが、７の分担金

及び負担金は、公共事業の追加に伴います市

町村負担金等が約６億円、９の国庫支出金

は、経済対策関連の国庫補助金が79億円余、

12の繰入金は、緊急雇用創出基金からの繰入

金約6,200万円、15の県債は、補正予算債等

で約41億円となっております。 

 ４ページをお開きください。 

 ４ページから５ページにかけて、歳出予算

の内訳を示しております。 

 その主なものは、１の一般行政経費が約23

億円、２の投資的経費が約106億円となって

おります。それぞれの説明欄に、補正額に係

る主な事業を掲載いたしております。 

 次に、６ページをお願いいたします。 

 地方債の補正の内訳ですが、農林水産債と

土木債で約41億円の増となります。 

 以上が11月補正予算の追加提案分の概要で

ございます。 

 いずれも、県内の厳しい景気・雇用情勢を

踏まえまして、国の経済対策のうち内容が明

らかなものについて計上させていただいてお

るところでございます。 

 以上、よろしく御審議いただきますようお

願い申し上げます。 

 

○小早川宗弘委員長 次に、関係課長から順

次説明をお願いします。 

  

○山口広報課長 広報課でございます。 

 もとの資料、説明資料の９ページをお願い

いたします。 

 これは契約のための債務負担行為の設定で

ございます。平成23年度に、2,520万円余を

限度額としまして計上しております。 

 これは広報誌制作「県からのたより」の委

託料でございます。年度当初から施行する必

要があること、企画、制作を委託します事業

者の選定及びその契約手続に期間を要するこ

とから、債務負担行為の設定をお願いしてい

るところでございます。よろしくお願いいた

します。 

 

○五嶋私学振興課長 私学振興課でございま

す。 

 11ページをお願いいたします。 

 １段目の私学振興費でございます。右側の

説明欄をごらんください。 

 私立高等学校等就学支援金事業といたしま

して、約１億5,000万円の補正をお願いして

おります。本年４月から、国の就学支援金制

度が施行されており、すべての私立高校生等

に対し、授業料に充てるため、国の費用によ

り高等学校等就学支援金が支給されていると

ころでございます。 

 補正の概要でございますが、この就学支援

金の支給対象者数等の増加に伴いまして増額

するものでございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○出田税務課長 税務課でございます。 

 同じく、説明資料11ページ、中段をごらん

ください。 

 税務総務費のうち、右端説明欄をごらんく

ださい。 

 納税奨励費の371万円余の増額補正をお願

いしております。中身は、軽油引取税特別徴

収事務取扱交付金でございます。 

 これは、軽油引取税を納付期限内に納めた
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特別徴収義務者に対し、特別徴収事務に係る

経費の一部を補助するため、前年度の軽油引

取税申告納入額に一定率を乗じて得た額を交

付するものでございます。 

 今回の補正は、確定した平成21年度納期内

納入実績が、本年度当初予算編成時に見込ん

でいた額を上回ったことによるものでござい

ます。よろしく御審議をお願いいたします。 

 

○小嶋市町村総室長 市町村総室でございま

す。 

 11ページの一番下の欄をお願いいたしま

す。 

 選挙管理委員会費でございますが、239万

1,000円の補正をお願いしております。 

 これは右側の説明欄に記載しておりますよ

うに、市町村が執行いたしました国政選挙の

執行経費に係る国庫支出金の一部を市町村か

ら受け入れまして、国に返納するものでござ

います。御審議のほどよろしくお願い申し上

げます。 

 

○若杉危機管理・防災消防総室長 危機管

理・防災消防総室でございます。 

 説明資料の12ページをお願いいたします。 

 平成23年度の防災消防ヘリコプター運航等

業務につきまして、１億6,060万円の債務負

担行為の設定をお願いしております。 

 防災消防ヘリコプター「ひばり」は、来年

10月ごろに飛行時間が3,500時間に達する見

込みでございまして、継続して使用する場合

は、航空法等でエンジンのオーバーホールを

実施することが義務づけられております。 

 「ひばり」には２機のエンジンが搭載され

ておりまして、オーバーホールの実施に当た

りましては、運休期間を短く抑えるために、

１機を新しいエンジンの購入、１機をオーバ

ーホールで整備することといたしておりま

す。 

 具体的に申し上げますと、今月末に、昨年

度御承認いただきました繰越予算により購入

した１機の新しいエンジンを古いエンジンと

交換いたしまして、この交換により取り外し

ましたエンジンをオーバーホールいたしまし

た後、残りの１機の古いエンジンと交換する

予定としております。 

 このオーバーホールにつきましては、約８

カ月を要しますことから、3,500時間に達す

る前に終了するためには、来年１月に契約を

締結したいということで発注したいと考えて

おります。このため、オーバーホールのため

の経費8,210万円につきまして、平成23年度

分の運航業務委託費7,850万円と合わせまし

て、今回債務負担行為の設定をお願いするも

のでございます。御審議のほどよろしくお願

いいたします。 

 

○佐藤地域振興課長 地域振興課でございま

す。 

 資料の14ページをお願いいたします。 

 計画調査費で1,523万7,000円の増額をお願

いしております。概要でございますが、説明

欄をお願いいたします。 

 水俣・芦北低炭素地域づくり推進事業とい

たしまして、水俣市が実施します環境に配慮

した低炭素型の地域づくりに向けた調査研究

を支援するための経費でございます。よろし

く御審議のほどお願いいたします。 

 

○松永情報企画課長 情報企画課でございま

す。 

 資料の15ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の設定でございますが、これ

は、熊本県総合行政ネットワーク等の管理、

運営に係る平成23年度の業務委託につきまし

て、年度内に契約事務を行う必要があるた

め、債務負担行為の設定をお願いするもので

ございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 
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○清田管理調達課長 管理調達課です。 

 資料の17ページから18ページにかけまして

は債務負担行為でございますが、これは、県

の各機関において契約する共通的な４つの業

務につきまして、当課において取りまとめて

設定をお願いしているものです。 

 また、これらは、来年４月から役務の提供

を受けるもののうち、早期に入札などの契約

手続を進める必要がある案件につきまして、

11月補正予算におきまして審議をお願いする

ものでございます。 

 まず、17ページの給食業務ですが、限度額

１億900万円余、５件分の設定をお願いして

おります。主な内容といたしましては、警察

学校の給食賄いに係る業務委託などでござい

ます。 

 続きまして、資料の18ページをお願いしま

す。 

 まず、県有施設等管理業務ですが、限度額

26億4,200万円余、115件分の設定をお願いし

ております。主な内容といたしましては、庁

舎清掃や警備に係る業務委託等でございま

す。 

 次に、情報処理関連業務ですが、限度額10

億3,800万円余、32件分の設定をお願いして

おります。主な内容といたしましては、情報

システムの運用に係る業務委託等でございま

す。 

 最後に、事務機器等賃借ですが、限度額20

億8,800万円余、103件分の設定をお願いして

おります。主な内容といたしましては、情報

システム関連機器等のリースでございます。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○小早川宗弘委員長 それでは、条例等の議

案説明に入ります。 

  

○豊田人事課長 人事課でございます。 

 議案第９号及び第11号について御説明いた

します。 

 資料の19ページから、第９号議案熊本県知

事の権限に属する事務処理の特例に関する条

例の一部を改正する条例の制定につきまし

て、資料21ページの条例改正案の概要で御説

明いたします。 

 まず、１の条例改正の趣旨でございます

が、地方自治法の規定に基づきまして、熊本

県知事の権限に属します事務の一部を市町村

で処理することに伴いまして、関係規定を整

備するものでございます。 

 次に、２の主な改正内容でございますが、

まず(1)でございますが、今回市町村との協

議が整いました事務につきまして市町村へ移

譲することといたしまして、別表を改正して

おります。 

 移譲いたします事務の概要と移譲します市

町村は、21ページから22ページにかけて表に

記載しているとおりでございます。 

 このうち、移譲市町村数の多い、21ページ

中段以下にあります第14号の旅券の申請受け

付け及び交付等に関する事務の移譲について

御説明いたしますと、これは現在本庁及び地

域振興局で行っておりますパスポートの申請

受け付け及び交付等に関する事務を移譲する

ものでございます。 

 ことし10月までに移譲が済んでおります天

草、人吉、球磨、阿蘇地域の計20団体に続き

まして、新たに玉名地域、山鹿市、菊池地域

及び山都町を除きます上益城地域の計15市町

との協議が整いましたので、今回、条例改正

を提案しているものでございます。 

 次に、22ページをお願いいたします。 

 ３の施行期日でございますが、平成23年４

月１日から施行することとしておりますが、

旅券法に基づきます事務の移譲につきまして

は、市町村の準備等もございまして、平成23

年10月３日月曜日からとしております。 

 最後に、４の経過措置につきましては、
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(1)に記載のとおりでございますが、旅券法

に基づく事務につきましては、パスポートの

誤った交付などを防ぐために、(2)によりま

して、条例改正前に知事に対してなされた行

為に関する事務につきましては、引き続き県

で処理するということにしております。 

 第９号議案は以上でございます。 

 続きまして、資料23ページからの第11号議

案外国の地方公共団体の機関等に派遣される

職員等の処遇等に関する条例の一部を改正す

る条例につきまして、25ページの条例改正案

の概要で御説明いたします。 

 まず、１の条例改正の趣旨でございます

が、外国の地方公共団体の機関等へ派遣され

ます職員の給与につきましては、法律により

まして国家公務員の給与の取り扱いを基準と

して、県の条例で定めることとされておりま

す。 

 本年10月に、国におきまして、国際機関等

に派遣される国家公務員の給与の取り扱いに

ついて見直しが行われましたことから、本県

におきましても、同様の取り扱いとするため

に条例を改正するものでございます。 

 次に、２の改正の内容でございますが、派

遣される職員に県から支給する給与の支給割

合につきまして、現行の派遣前の給与の70％

という下限を廃止しまして、70％未満にも調

整できるようにするものでございます。 

 資料の下の方に、今回の見直しのイメージ

を書いております。 

 左側でございますが、現行制度におきまし

ては、派遣される職員の給与につきまして

は、派遣期間中、派遣先からも何らかの報酬

が支給されることを前提といたしまして、そ

の報酬の多寡にかかわらず、派遣前給与の70

％を保障することとなっております。 

 そのため、派遣先からの報酬が高額な場合

には、派遣職員が受ける報酬総額が外務公務

員の給与を参考に算定されます基準額を超え

る場合が想定されます。これはあくまで制度

上の問題点でございまして、本県の派遣事例

ではこのような事例は生じておりませんが、

今回、この点につきまして国において取り扱

いが見直されまして、派遣先からの報酬に応

じまして、基本額を超えないように派遣元か

ら支給する給与を調整できるようにされたこ

とから、本県におきましても同様の見直しを

行うものでございます。 

 最後に、施行期日は、３にありますよう

に、公布の日からとしております。 

 人事課の説明は以上でございます。御審議

よろしくお願いいたします。 

 

○小林財政課長 財政課でございます。 

 資料の26ページをお願いいたします。 

 議案第16号当せん金付証票の発売について

でございますが、これはいわゆる宝くじでご

ざいまして、当せん金付証票法第４条の規定

によりまして、議会の議決をいただいた上で

総務大臣に発売許可の申請を行う必要があり

ます。このため、来年度に熊本県が発売いた

します宝くじの発売限度額を175億円以内と

することにつきまして、議決をお願いするも

のでございます。 

 この金額の設定につきましては、本年度ま

での発売状況等も勘案して、前年度と同額で

設定させていただいておるところでございま

す。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

 

○小早川宗弘委員長 以上で執行部の説明が

終了しましたので、議案等について質疑を受

けたいと思います。質疑はありませんか。 

 

○大西一史委員 12ページ、防災消防ヘリの

運航等業務の債務負担行為の設定ですが、こ

れに関してはいろいろ詳しく御説明がありま

したけれども、運休期間というのは、結局、

実際これでどれだけ発生するということなん

ですかね。 
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○若杉危機管理・防災消防総室長 大体１週

間程度でございます。 

 

○大西一史委員 その１週間程度は、どうい

う形でそのカバーをされるんですかね。とい

うのが、例えば他県の――何かあったときは

他県のヘリが飛んでくるというようなこと

も、いろいろ提携したりということはできる

んじゃないかなと思うんですが、その辺の連

携状況とか、要は、その１週間の間に何か起

こったときにどうするんですかというところ

なんですが。 

 

○若杉危機管理・防災消防総室長 先生がお

っしゃいましたように、現在大分県と宮崎県

とでヘリコプターの相互応援協定を結んでお

りまして、運休期間中、救急事案であります

とか災害発生とかありましたら、どちらかの

県に応援要請をするということで対応してま

いりたいと思っております。 

 

○大西一史委員 わかりました。そこはしっ

かり――運休期間に何かあるとも限らないと

いうことは、他県でも運用していて、この防

災消防ヘリに関しては、かなり早く飛んでこ

れるんですよね、よその県からも。この前、

国民保護法の合同訓練がありましたけれど

も、あれでやっぱり他県から飛んでくるとい

うのも、かなり早い時間、10数分とか20分と

か、そういったぐらいの時間で飛んでこれる

ということがありますので、その辺の連携は

しっかり密にとっていただきたいということ

をお願いしておきます。 

 

○若杉危機管理・防災消防総室長 わかりま

した。 

 

○大西一史委員 それともう１点、よろしい

ですか。 

 人事課長にちょっとお尋ねなんですが、知

事の権限に属する事務処理の特例に関する条

例の一部を改正する条例の中で、先ほど別表

の改正のところの第14条の旅券法に基づくと

いうところの、これはパスポートの申請業務

あたりなんだろうと思いますが、今20団体が

既にこういったことをやっておって、追加で

15市町、まあ15団体がやるということですけ

れども、それ以外のところの団体というのは

今後どういうふうに、何か要望があっている

のかとか、その状況を聞かせてください。 

 

○豊田人事課長 今回提案した以外につい

て、水俣市、それから芦北町及び津奈木及び

山都町につきましては、若干協議に時間がか

かって、今回提出しておりませんが、次の２

月定例会に上程する予定としております。そ

れから、熊本市につきましては、政令市移行

に合わせて、平成24年４月に移譲するという

予定で今おります。残る宇城及び八代地域に

つきましては、引き続き、市町村等に振興局

等を通じまして働きかけを行っていきたいと

いうふうに考えておるところでございます。 

 

○大西一史委員 残るところについては、ま

だ――それでは、要望というか、権限を移譲

してほしいというような要望は上がっていな

いということでよろしいんでしょうか。 

 

○豊田人事課長 先ほど言いました宇城、八

代の中でも、一部の市町村からは前向きな御

回答といいますか、ということはしておりま

すけれども、ある程度地域ごとのまとまりと

いうのも必要でございますので、それ以外の

市町村についても、今積極的にお願いをして

いるところでございます。 

 

○大西一史委員 できるだけ権限移譲という

ことと、それから利便性を高めるということ

であれば、やっぱり県内のそれぞれの市町村
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である程度できるようにすべきだというふう

に思いますので、その辺は団体に対してしっ

かり促していただいて、広域調整をしっかり

県としてやっていただきたいというふうに思

います。 

 それともう１つ、これに関連してお尋ねを

すれば、当然、これを移譲されるとなれば、

県のパスポートセンターであるとかの人員と

か業務とかというのは、多少スリム化できる

ということになりはしないかなというふうに

思うんですが、その辺はどうなんでしょう

か。 

 

○豊田人事課長 確かに、全市町村に権限移

譲をいたしますれば、基本的には県での受け

付けは行わなくて、ただ、緊急を要する場合

とか、そういうものについては県の方で受け

付けるというような形で、ある業務が特化し

てまいりますので、当然、今いる人員は必要

ないということで、その辺については削減し

ていく方向になるというふうに考えていると

ころでございます。 

 

○大西一史委員 わかりました。 

 それと、済みません、もう１つ、25ページ

の外国の地方公共団体の機関等に派遣される

職員等の処遇等に関する条例の一部を改正す

る条例(案)というところですが、この外国の

地方公共団体の機関等へ派遣されている職員

というのが、実際に今どのくらいいるのか、

過去どうだったのかということも含めて、教

えてください。 

 

○豊田人事課長 現在、知事部局の方は、派

遣といいますか、この条例に基づく者はおり

ませんが、教育委員会の方が、ＪＩＣＡでカ

ンボジア、それからモロッコに行っておりま

す。 

 過去５年でも、知事部局から１名、教育委

員会は４名、これもすべてＪＩＣＡの方で発

展途上国の方に行っているという状況でござ

います。 

 

○大西一史委員 わかりました。結構です。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかにありませんか。 

 

○城下広作委員 ５ページなんですけれど

も、例の間伐等の森林整備促進事業とか緑の

再生プロジェクトとか、近年になく今、林務

関係には、予算が経済対策で３カ年計画でつ

いているんですね。それで、土木の方も仕事

がなくなって、林務の方に従事をしたらどう

かとかと、いろいろと誘い水をかけるような

昨今の流れがあるんですけれども、実際、こ

ういう森林整備の方で予算を継ぎ足して、そ

ういう仕事の流れ、また雇用が生まれると

か、そういうふうに実際にシフトして、生業

ができるというようなことができつつあるの

かというのをちょっと確認したいのですが。 

 

○小林財政課長 財政課でございます。 

 今委員御指摘のとおり、今回補正で取り組

ませていただいておりまして、私ども、今

回、歳入全般についての御審議をお願いする

立場でございますので、回答はする立場には

ないかなというふうに思っておりますが、委

員御指摘の点はしっかりと農林水産部の方に

もお伝えしておきたいというふうに思ってお

ります。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかに何かありません

か。 

 

○吉永和世委員 防災ヘリのことでお伺いし

たいんですが、静岡県ですか、防災ヘリで昼

間と夜飛ばしているというのを聞いているん

ですけれども、熊本県の防災ヘリと静岡県の

防災ヘリとの違い、あっちは何かがあるから

夜飛べるんだという、何かそういうのがある

 - 9 -



第８回 熊本県議会 総務常任委員会会議記録（平成22年12月14日） 

んですか。 

 

○若杉危機管理・防災消防総室長 詳しく静

岡県のヘリと熊本県のヘリを比較したことは

ございませんけれども、先生がおっしゃって

いますのは夜間の飛行でございますか。 

 

○吉永和世委員 夜間の飛行。 

 

○若杉危機管理・防災消防総室長 夜間の飛

行につきましては、熊本県は現在やっており

ませんけれども、その理由といたしまして

は、隊員といいますか、そういった隊員と運

航するスタッフを含めまして、昼間だけの運

航に比べまして大体３倍強ぐらいの人員が必

要だということが１つでございます。 

 それから、夜間につきましては、現在、熊

本県のヘリも飛べないことはないんですけれ

ども、安全上、まだまだ非常に検討しなけれ

ばいけない状況にございまして、大体その大

きな２つの理由で、熊本県としては夜間飛行

はしていないというような状況でございま

す。 

 

○吉永和世委員 機種に違いはないというこ

とですね。 

 

○若杉危機管理・防災消防総室長 はい。 

 

○吉永和世委員 今度、ドクターヘリの導入

が、23年度ですか、計画されていて、そうい

う機種が何か違うと夜も飛べるんだというこ

とだったら、そういうのも考えて対応できる

機種を導入した方がいいんじゃないかという

ように思ったものですからちょっと質問した

んですけれども、じゃあ機種自体は問題はな

いと、あとは人員の関係、あと運航技術等で

すかね。それができれば飛ばせないことはな

いんだということになるわけですね。 

 

○若杉危機管理・防災消防総室長 おっしゃ

るとおりでございます。 

 

○中原隆博委員 人命というのは１分１秒を

争うわけですね。飛べないことはないという

ような今お話がありましたけれども、だった

ら、やっぱり飛ばす方向に今度かじを切って

いく必要があるんじゃないかというふうに思

うんですよ。例えば、心筋梗塞とか脳梗塞と

か、そういったのは大体30分以内が命のタイ

ムリミットなんですね。 

 だから、今お話があったように、飛べない

から飛ばさないということではなくて、じゃ

あ飛べるようにするにはどうしたらいいかと

いう話になっていくというふうに思うんです

よ。だから、我が熊本県としても、それはや

っぱり飛ばす方向に持っていかなきゃならな

いんじゃないですか。 

 それと同時に、先ほど大分と宮崎と連携し

ながらというお話もありましたけれども、熊

本県でまだこの防災消防ヘリがなかったころ

は、福岡から調達したわけですよね。だか

ら、借り物じゃどうしようもないということ

でこの「ひばり」の導入ということにこぎつ

けて、さらにドクターヘリというような形に

今整いつつあるということですから、飛べな

いことがないという今の原点に返れば、やっ

ぱり飛ばす工夫と、それだけのリスクは負っ

てでも人命救助に当たっていくべきじゃない

かというふうに思いますけれども、その辺は

どうでしょうか。 

 

○若杉危機管理・防災消防総室長 まず、お

っしゃられた趣旨は十分わかります。わかり

ますけれども、非常に現在でも隊員等につき

ましては、先ほども申し上げましたように、

大体現在隊員が８名おりますけれども、その

３倍以上、それから、操縦士とか整備士、そ

ういったスタッフにつきましても、従前より

も数倍人員が要るということでございまし
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て、その辺の消防本部等につきましても、な

かなか隊員を出される余裕といいますか、そ

れも非常に厳しいところでございますし、ま

た、運航費用につきましても相当かかります

ものですから、その辺のところにつきまして

は、またちょっと勉強させていただくならば

と思っております。 

 以上でございます。 

 

○中原隆博委員 先ほど吉永委員からもお話

があったように、昼飛ぶヘリも夜飛ぶヘリも

一緒ということであるなら、機種に対して何

ら問題がないということであるなら、それは

やっぱり夜飛ばさなきゃ意味がないと思うん

ですよ。と思いますけれども、それは検討課

題というよりも、飛ばすようにしますという

答えが私は欲しいと思うんです。いかがです

か。 

 

○若杉危機管理・防災消防総室長 ちょっと

今の時点でそこまで申し上げることは難しい

ものですから、ちょっと検討させていただけ

ればと思いますけれども……。 

 

○中原隆博委員 難しい問題ですかね。 

 

○大西一史委員 同趣旨だったんですが、や

っぱりせっかくヘリがあって、それが夜間運

航が技術的にできるということであって、あ

とは財政的な問題ということではなかろう

か、まあスタッフの問題ですね。確保の問題

というのはあろうかと思いますが、やっぱり

その辺はできるだけ――ドクターヘリとの兼

ね合いもありますから、どういうふうにする

のかというのはありますけれども、その辺の

夜間運航ができるようなことをやっぱり検討

すべきだというのが１つ。 

 それともう１つは、逆にマンパワーという

ものも、それこそ共同運航じゃないですけれ

ども、他県との協定をしながらやっていると

いうことであれば、そういった相互の、何と

いうんですか、共有化というんですか、そう

いったことも考えられるんじゃないかなと思

うんですね。 

 要は、九州は一つというようなことで、今

受け皿づくりをどんどんやっているんです

が、例えば共同で九州全体で各県でやるとい

うようなことをやれば、マンパワーとか、そ

れは機材も含めてですけれども、かなりやり

くりが相互にできるようになるんじゃないか

なというふうに思うんですよね。そういった

総合的な検討も含めて、今後前向きに、今中

原先生がおっしゃったように、検討されては

どうかなというふうに思うんですが、総務部

長はいかがでしょうか。 

 

○松山総務部長 今ございましたように、ヘ

リコプターの場合には、夜間飛ぶということ

は、例えば通常航空機も夜飛びますけれど

も、これは決められた飛行航路といいます

か、そこで飛行場におりていくわけですね。

ところが、ヘリコプターの場合は、途中で電

線があったり、夜間飛ぶときに非常に視認が

できないということもありまして、夜間飛ぶ

ということは技術的にも非常に難しいという

面がございます。 

 ただ、確かに、だから夜間はもうあきらめ

るということじゃなくて、吉永先生の本会議

での答弁にも健康福祉部長が答えておりまし

たけれども、当面は、やはりその辺は、いわ

ゆる救急車を高度化するということの中でい

ろいろカバーしていくと。 

 しかしながら、確かに将来的には、今の機

種で飛べないことはないわけですので、やは

り今後の研究課題としていろいろ、どういう

隘路があって、どういったスタッフをそろえ

て、そしてどういった経費がかかるかという

ことも含めて、これは今後検討していく必要

があるというふうに思っております。 
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○大西一史委員 お願いします。 

 

○城下広作委員 私もドクターヘリの質問を

したことがあるものですから。 

 私が質問したときは、要するに、来年度12

月までには運航してくださいという話をしま

した。そのときに、いろいろ夜間は騒音問題

も発生する――私は、夜も当然運航したがい

いですよ。騒音問題もある、そして夜の部分

はかなり熟練のいわゆる操縦士も要る、いろ

んなことがあって、そう簡単じゃないんだと

いう事前のいろんなことは聞きました。 

 当然、それを今から協議するんですけれど

も、協議して、じゃあスタッフが３倍にな

る、熟練者はなかなか見つからない、そうい

うことになって12月におくれるとなると、こ

れはまたちょっと困ったものだなというよう

に感じるし、非常にここはしっかりと協議を

していただいて、まずは飛ばすということの

部分の日程が、それで仮に夜間飛行も検討し

たらおくれるとか、そんなことがあったらち

ょっと困るなというふうにも感じますし、非

常に――理想は夜飛ぶのが一番いいんです

よ。ただ、お金の面で、実際それが相当かか

るからどうだこうだということをしっかり検

討しとかないかぬと思って。そのことによっ

て予定がずれてしまうとなれば、ちょっとま

た困るなということもありますので、その辺

もちょっと考えていただきたいと思いますけ

れども。 

 

○小早川宗弘委員長 部長の方から何かあり

ませんか。 

 

○松山総務部長 運航開始については、それ

は予定どおりにやっていかなきゃいけないと

思っております。 

 今申し上げましたのは、ただ、夜間に飛ば

すことも今の機種で可能ですから、検討課題

としてはいろいろ隘路がありますので、その

辺は一つ一つこれから検討を重ねていくとい

うことで、運航開始とそれをリンクさせてと

いうことにはならないというふうに考えてい

ます。 

 

○城下広作委員 わかりました。ぜひお願い

します。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかに質疑はありませ

んか。――なければ、これで質疑を終了いた

します。 

 ただいまから、本委員会に付託されました

議案第１号、第９号、第11号、第16号及び第

22号について、一括して採決したいと思いま

すが、御異議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○小早川宗弘委員長 御異議なしと認め、一

括して採決いたします。 

 議案第１号外４件について、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○小早川宗弘委員長 異議なしと認めます。

よって、議案第１号外４件は、原案のとおり

可決することに決定いたしました。 

 次に、本委員会に今回付託されました請願

を議題とし、これについて審査を行います。 

 まず、請第52号について、執行部から状況

の説明をお願いします。 

 

○五嶋私学振興課長 私学振興課でございま

す。 

 請第52号私学助成の充実強化に関する請願

について御説明申し上げます。 

 この請願は、熊本私学助成をすすめる会か

らのものでございます。 

 趣旨は、公私立間の学費、教育条件の格差

をなくすため、私学助成の増額を求めるもの

でございます。 

 請願事項は３項目ありますので、それぞれ

の項目の現状について御説明申し上げます。 
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 まず１点目は、私立学校の教育条件改善の

ため、経常費助成の増額を求めるものでござ

います。 

 本年度予算では、私学全体で約75億円、う

ち中学及び高校で52億円の経常費を措置して

います。生徒数の減少に伴いまして、予算額

自体は若干減少しておりますが、生徒１人当

たりの単価は伸びておるところでございま

す。 

 ２点目は、保護者の学費負担軽減のため、

学費軽減制度の拡充を求めるものでございま

す。 

 ことし４月からの国の就学支援金制度の実

施を踏まえまして、県といたしましても、授

業料減免制度を拡充し、例えば年収250万円

未満程度の世帯につきまして、これまでの半

額減免から全額減免に改正するなど、総額で

約１億2,000万円程度の予算を措置している

ところでございます。 

 ３点目は、就学支援金の増額及び返済不要

の奨学金制度の新設について国への働きかけ

を求めるものでございます。 

 国の平成23年度概算要求におきましては、

就学支援金については本年度と同様の制度で

要求がされております。また、新たに低所得

世帯の生徒、これは年収約350万円未満程度

の世帯でございますが、この世帯の生徒に対

しまして、年額１万8,300円を支給する給付

型奨学金事業の創設が要求されているところ

でございます。 

 説明は以上でございます。御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

 

○小早川宗弘委員長 ただいまの説明に関し

て質疑はありませんか。 

 

○大西一史委員 私学全体の給付金として75

億、全体の予算としては減っているけれど

も、生徒１人当たりの負担は、ある意味では

格差は縮まっているというような認識でいい

のかどうかということですね。 

 

○五嶋私学振興課長 格差が縮まっていると

いうよりも、経常費補助につきましては、現

在国庫補助の単価とそれと交付税の単価で措

置しております。毎年、国庫補助単価、交付

税単価とも伸びておりまして、そういう意味

で１人当たりの単価は伸びておりますという

趣旨でございます。 

 

○大西一史委員 わかりました。 

 必ずしもこれに関しては、負担あるいは格

差が縮まっているというわけではないという

ことのようですので、この請願に関しては、

私も紹介議員にこれはなっておりますけれど

も、非常に今、これはもう法律に通じておら

れる方でさえ相当厳しいというような話もあ

りますので、これは採択に向けて御検討を委

員の皆さんにいただければというふうに思い

ますが、それと、去年も、内容は若干違いま

すけれども、同趣旨の請願をこの委員会で採

択をされておりますので、そういう形でお願

いできればというふうに思います。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかに質疑はありませ

んか。 

 

○中原隆博委員 請願事項の中の特に３番で

ございますけれども、国に向けて以下のこと

を云々という中で、この奨学金制度を新設す

るということは非常にいいことだと思うんで

すけれども、それで、それぞれの学校で学ん

だ方の返済を不要にするというのはいかがか

なという思いがあるわけですね。育英会とか

いろいろあるわけでございますけれども、そ

れだったらば、例えば特待生とか、そういう

方々に対しては返納はないということもあり

ますけれども、これをすべて返済不要という

かな、返さなくていいということであるな

ら、ちょっと問題があるんじゃないかなとい
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う思いはございますけれども。 

 

○五嶋私学振興課長 この奨学金につきまし

ては、先ほどの説明と重複いたしますけれど

も、教科書等の図書費相当額として年額で１

万8,300円を支給するものでございます。特

に、保護者負担の軽減という意味では、年額

１万8,300円ではございますが、保護者にと

っての負担軽減には資するものというふうに

考えております。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかに質疑はありませ

んか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり) 

○小早川宗弘委員長 なければ、これで質疑

を終了いたします。 

 次に、採決に入ります。 

 まず、請第52号については、いかがいたし

ましょうか。 

  （｢採択」｢不採択」と呼ぶ者あり) 

○小早川宗弘委員長 採択という声と不採択

という声が両方ありますので、採択について

お諮りいたします。 

 請第52号を採択とすることに賛成の委員の

挙手を求めます。 

  （賛成者挙手) 

○小早川宗弘委員長 挙手少数と認めます。

よって、請第52号は、不採択とすることに決

定いたしました。 

 次に、請第54号を議題とし、これについて

審査を行います。 

 請第54号民間人の言論統制を行う防衛省事

務次官通達の撤回を求める意見書提出を求め

る請願については、国レベルの問題でありま

すので、執行部からの説明は省略し、採決を

いたします。 

 採決に入ります。 

 請第54号については、いかがいたしましょ

うか。 

  （｢採択」と呼ぶ者あり) 

○小早川宗弘委員長 採択という意見があり

ますので、採択についてお諮りします。 

 請第54号を採択とすることに御異議ありま

せんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○小早川宗弘委員長 異議なしと認めます。

よって、請第54号は、採択とすることに決定

いたしました。 

 ただいま採択と決定いたしました請第54号

は、国に対して意見書を提出してもらいたい

という請願であります。 

 そこで、意見書(案)について、事務局から

配付させます。 

  （事務局意見書(案)配付) 

○小早川宗弘委員長 御一読いただきたいと

思います。 

   

○大西一史委員 この案について意見を申し

上げさせていただきたいと思います。 

 この案の中段のところで、自衛隊ＯＢとか

支援者が来賓として招かれて「民間人として

自由な立場から様々な挨拶が行われてきてお

り、航友会会長の発言は防衛関係者としての

危機感を表明しただけである。」というよう

な内容になっているんですが、これは請願の

中にはそういう表現は確かにあったと思いま

すが、この会長さんの発言というのを私いろ

いろ聞いた限りでは、例えば、こういう発言

要旨の中で、まだ自民党政権の方がまともだ

った、一刻も早く菅政権をつぶして昔の自民

党政権に戻しましょう、皆さんも心の中でそ

う思っているのでは、民主党政権では国がも

たないというような発言なんですよね。 

 自由な発言はそれぞれの立場でされてもい

いと思うんですが、危機感を表明しただけと

いうことでは私はないんじゃないかなという

ふうに思うんですよね。これは、逆に、じゃ

あ自民党政権だった場合に、これを逆に言わ

れたときに、危機感を表明しただけというこ

とで言えるのかなというのは、逆にどうかな
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というふうに思います。 

 だから、これは逆に、ここの意見書の中で

ですけれども、これは私の意見として申し上

げさせていただきますと、「今まで、各地の

自衛隊関係施設で多くの記念行事が開催され

てきたが、そこでは自衛隊ＯＢや支援者が来

賓として招かれ、民間人として自由な立場か

ら様々な挨拶が行われてきて」いるというと

ころでとめて、この「危機感を表明しただ

け」というところは省いても私は構わないと

思います。 

 趣旨として、この請願でもありますとお

り、ある程度、いろんな批判とか思いとかい

うのはあるにせよ、自由な発言をされるよう

に、こういう通達というのは、やっぱり発言

を控えさせるような内容になるのでいけない

ということだろうというふうに思いますの

で、そういうふうに修正されたらいかがかと

いうふうなことを御提案申し上げます。 

 以上です。 

 

○小早川宗弘委員長 それでは、ほかに案文

についての御意見はありませんか。 

 

○中原隆博委員 今大西委員からお話があり

ましたように、個々の問題、受けとめ方はそ

れぞれだと思いますので、今御提案がありま

したように「航友会会長の発言」云々以下、

その辺を削除なさった方がいいんじゃないか

と思います。そうすると、まとまるんじゃな

いですか。 

 

○小早川宗弘委員長 それでは、ただいまの

意見を踏まえて案文を修正、検討していきた

いと思いますので、案文の内容については、

私委員長に一任ということでよろしいでしょ

うか。 

  （｢はい｣と呼ぶ者あり) 

○小早川宗弘委員長 それでは、検討、修正

した意見書を委員長名をもって議長あてに提

出したいと思います。御異議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○小早川宗弘委員長 次に、閉会中の継続審

査事件についてお諮りいたします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○小早川宗弘委員長 それでは、そのように

取り計らいます。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から報告の申し出が３件あっており

ます。 

 まず、報告について執行部の説明を求めた

後、一括して質疑を受けたいと思います。 

 それでは、関係課長から順次お願いいたし

ます。 

 

○佐藤県政情報文書課長 県政情報文書課で

ございます。着座のまま説明します。 

 資料Ａ４を１枚用意させていただいており

ます。 

 熊本県行政文書等の管理に関する条例(仮

称)の概要でございます。 

 本条例につきましては、経緯で記載のとお

り、昨年７月の公文書等の管理に関する法律

の公布及び知事の政治姿勢を契機としまして

設置しました行政文書等管理のあり方検討委

員会から知事へなされました本年６月の提言

を受けまして、これまで検討してまいってお

ります。 

 そして、行政文書の適正な管理と歴史的に

重要な文書、いわゆるこれは歴史公文書と申

しますけれども、歴史公文書の適切な保存と

利用を目的として、法に準拠しつつ、県の独

自性を含めた条例が素案として固まりつつあ

りますので、概要を報告いたします。 

 行政文書の管理部分につきましては、例え

ば知事部局におきましては、これまで訓令と

いう形の内部規定で定めておりましたけれど
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も、あり方検討委員会の提言を受けまして、

条例として改めて規定するものでございま

す。 

 ２に条例の概要を記載しておりますが、県

として新たに取り組む点や独自の点としまし

ては、(2)の行政文書の管理①の作成でござ

いますけれども、文書の作成につきまして

は、これまで意思決定や事務事業の実績につ

いて文書を作成するとしておりましたけれど

も、今後、意思決定過程及び事務事業の実績

を合理的に後づけまたは検証できるように作

成するとしております。 

 そして、②で管理、保存しまして、③ファ

イルの管理簿についてでございますけれど

も、保存期間満了時の措置も記載いたしまし

て、これを閲覧、公表することとしておりま

す。これまでは閲覧、公表は実施しておりま

せんでした。 

 また、④⑤移管と廃棄についてでございま

すが、保存期間が満了したときの措置とし

て、歴史公文書は知事に移管され、それ以外

の文書につきましては、誤って歴史公文書等

が廃棄されることのないように、廃棄に際し

まして、行政文書等管理委員会の意見を聞く

こととしております。これは次の(３)とも関

連いたします。 

 (３)で、歴史公文書の保存と利用等につい

ては、新しい取り組みとなりますが、公文書

館の設置については、当面は難しいとの判断

から、現在の施設、これは地下の倉庫及び新

館１階に情報プラザを設けておりまして、そ

の現在の施設を活用しての情報公開制度に準

じての保存、利用を考えております。 

 歴史公文書として移管された文書は、知事

が永久に保存するとともに、利用の請求によ

り、不開示情報を除き、閲覧または写しの公

布により利用に供することとしております。 

 (４)でございます。次に、行政文書等管理

委員会についてですが、文書管理の基本的な

ルール、例えば分類や保存期間に関する基

準、歴史公文書の選別基準等についての諮問

を受けるとともに、行政文書または歴史公文

書の廃棄に関する諮問を受けることとしてお

ります。この点につきましては、国も同じよ

うな制度がございますが、法律よりもやや権

限を拡大して、新たな取り組みとなります。 

 最後に、行政文書の適正な管理に当たって

は、職員の意識改革が重要であるため、誠実

に文書管理を行うよう、職員の責務を規定し

ております。この点については県独自の規定

となります。 

 なお、条例の施行を２段階といたしまし

て、まず、来年度に専門家による行政文書等

管理委員会を設置し、規則や基本ルールを定

め、ファイル管理簿等の準備を整え、１年後

に本格施行を考えております。この点につき

ましては、あり方検討委員会の中でも、ルー

ルづくり等で第三者に関与させるという提言

があっておりますので、それに対応するもの

でございます。 

 今後、パブリックコメントを実施し、広く

県民の意見を聞いて、平成23年２月議会に提

案したいと考えております。よろしくお願い

します。 

 

○小嶋市町村総室長 市町村総室でございま

す。着座のまま御説明を申し上げます。 

 報告事項の２、政令指定都市実現に向けた

動きについて御報告申し上げます。 

 お手元に、委員会の報告資料と、それから

参考資料、それと別冊の権限移譲一覧表を配

付させていただいております。 

 今回の報告資料の方は、県から市への権限

移譲に関しまして、基本協定の締結まで完了

してまいりましたので、これまで委員会にお

きましてその都度御説明を申し上げておりま

した政令市に関する事項をまとめて掲載をし

ているところでございます。説明の方は、前

回の説明以降、動きのあった部分を中心に御

説明を申し上げます。 
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 まず、報告資料の１ページから２ページを

おあけください。 

 １ページから２ページは、大きなⅠの政令

市制度の概要ということでまとめさせていた

だいております。 

 制度の意義、要件、手続等につきまして、

これまで御説明してまいりましたものを整理

して、参考までに掲載しているところでござ

います。 

 次に、報告資料の３ページをお願いしま

す。 

 報告資料の３ページは、大きなⅡでござい

ますが、政令市移行に向けたこれまでの取組

みの(1)のところに、合併の動きにつきまし

て記載しております。富合町、植木町、城南

町との合併が成就した経緯を整理していると

ころでございます。 

 その次でございますが、中段目の(2)県か

ら市への事務権限移譲についてでございま

す。 

 第１から第２段落にかけましては、権限移

譲の取り組みの経緯を記載しておりますが、

最後の第３段落目、その結果についてという

ことで頭出しをしておりますが、県から市へ

の権限移譲につきましては、９月県議会の委

員会並びに10月13日に開催されました道州制

問題等調査特別委員会の中で御報告を申し上

げまして、御審議をいただいた上で議員の先

生方にも取り急ぎファクシミリで連絡をさせ

ていただきましたが、10月26日に知事と熊本

市長による基本協定書の締結がなされたとこ

ろでございます。 

 協定書につきましては、参考資料の方の１

ページから６ページに添付をさせていただい

ておりますが、これまで御説明を申し上げて

まいりました権限移譲の内容を文書にしたも

のでございますので、改めての説明の方は割

愛させていただきたいと思います。 

 次に、報告資料の４ページをお開きいただ

きたいと思います。 

 報告資料の４ページは、今回移譲を行う30

3事務、1,482項目の一覧表となっておりま

す。 

 また、別冊で配付しております権限移譲の

すべての項目を記載しました一覧表、これに

つきましても配付をさせていただいておりま

すので、後ほどごらんいただきたいと存じま

す。 

 報告資料の４ページの下の方でございます

が、(3)というのがございますけれども、前

回と同様でございますが、円滑な権限移譲に

際しての取り組みを記載しているところでご

ざいます。 

 今県議会におきましても答弁をさせていた

だいておりますが、熊本市におきまして、移

譲事務をスムーズに実施できるよう、県から

も必要な支援を全庁的に行ってまいることと

しております。 

 次に、報告資料の５から６ページをお願い

いたします。 

 報告資料の５から６ページにつきまして

は、前回御報告を申し上げました県の財政収

支の影響額試算でございます。 

 次に、報告資料の７ページをお開きいただ

きたいと思います。 

 ７ページの大きなⅢでございますが、今後

の取り組み予定の(1)の主なスケジュール、

想定スケジュールをそこに掲載してございま

す。 

 県も市も目標としております平成24年４月

の政令市移行に向けまして、厳しいスケジュ

ールの中で取り組んでおりますが、事務権限

移譲の県市基本協定締結を踏まえまして、熊

本市にあっては、去る11月30日の熊本市議会

におきまして、国及び県に対する政令指定都

市実現に関する意見書の議決がなされ、同

日、熊本市長並びに熊本市議会の議長から知

事及び県議会議長に対しまして、要望書並び

に意見書の提出がなされたところでございま

す。 
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 また、熊本市におきましては、先行県の例

を踏まえまして、県への要請に加えまして、

国に対しても、早ければ年内にも要望活動を

実施されると聞いているところでございま

す。 

 参考資料の12ページに、市長からの要望書

の写しと、また、13ページ及び14ページに

は、熊本市議会からの熊本市の政令指定都市

実現に関する意見書の写しを掲載してござい

ますが、内容は、いずれも24年４月の政令市

移行実現に特段の配慮をお願い申し上げると

いう趣旨になっておりますので、後ほどごら

んいただきたいと存じます。 

 報告資料の７ページのスケジュールのとこ

ろに戻っていただきますと、今後の予定とい

たしまして、平成24年４月の政令市移行を目

標といたしますと、２月の県議会におきまし

て、市からの要望等も踏まえまして、県とし

ての取り扱いを御審議いただきまして、過去

の政令市の例と同様に、県議会からも熊本市

の政令市指定に関する国への意見書につきま

しての議決等がいただけましたら、その後、

県知事、県議会議長から国に対しまして要望

書の提出をいただくような段取りが想定され

ているところでございます。 

 そうした動きを踏まえまして、来年の10月

ごろまでには、国におきまして政令指定に関

する閣議決定をいただき、県及び市におきま

して、来年の12月議会で必要な条例改正等を

行いまして、24年４月の政令市移行を目指す

という予定を立ててあるところでございま

す。 

 参考資料の方の15ページの方には、そうし

たスケジュールを体系的にまとめたものを添

付しておりますので、後ほどごらんいただき

たいと存じます。 

 次に、報告資料の７ページの中段目、①の

総務省への事前説明のところをごらんくださ

い。 

 総務省への事前説明につきましては、こと

しの４月以降、月に１～２回の頻度で、熊本

市と連携をいたしまして総務省の担当部局・

課に説明をしているところでございます。 

 中段のこれまでの説明のところでございま

すが、これまで熊本市の将来ビジョンや既存

の政令市と同等の都市機能を備えているこ

と、県から、事務権限移譲の協議の状況、行

財政体制の整備状況、政令市移行後の都市計

画への取り組み等につきまして、総務省に説

明を行っているところでございます。 

 先行県におきまして、総務省の方への説明

項目の主なものにつきまして、参考といたし

まして参考資料の11ページに添付をしており

ますので、そういった内容について御説明申

し上げているということで、後ほどごらんを

いただきたいと思います。 

 説明資料にお戻りいただきまして、今後

は、これまでの説明に対しまして、国からの

質問事項への対応、まだ説明が済んでいない

公務員制度等の見直し状況等の説明が完了い

たしました時点で、最終的には総務省の方に

提出することとなりますこれまでの説明概要

を総括いたしました政令市移行調書の作成な

どに向けまして、引き続き県、市連携して取

り組んでいくこととしているところでござい

ます。 

 ８ページの県議会におきます意見書議決等

に関する内容につきましては、先ほど御説明

申し上げましたので、割愛をさせていただき

ます。 

 以上、熊本市の政令市移行に関しまして、

前回までの説明の整理と動きのあった点を中

心に御説明を申し上げました。御審議のほど

よろしくお願い申し上げます。 

 

○田中川辺川ダム総合対策課長 川辺川ダム

総合対策課でございます。座って御説明させ

ていただきます。 

 お手元にＡ４、１枚の資料があると思いま

す。川辺川ダムに関する最近の状況について
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ということで御説明させていただきます。 

 まず、国等への要望活動の概要を御報告い

たします。 

 去る10月15日、それから11月17日の２回、

知事が、国土交通省等に、ダムによらない治

水の検討及び五木村の今後の生活再建につい

ての要望活動を行っております。 

 また、11月22日の全国知事会議において

は、知事から菅総理に対しまして、川辺川ダ

ム問題について、スピード感を持った対応を

するよう要望をいたしております。 

 次に、第４回五木村の今後の生活再建を協

議する場の概要でございます。 

 会議内容は、この枠囲みの中にございます

が、今回は村民等から出されました意見等を

確認して、国と県は、相互に調整の上、対応

方針を検討していくこと、また、県及び村か

ら、年内に国交省政務三役が参加する、いわ

ゆる拡大会議を開催するよう求めたところで

ございます。 

 次に、五木村振興に関する最近の動きとし

て、２つ御紹介をいたします。 

 まず、駆除したシカの肉を活用いたしまし

た加工肉、そこにもみじ漬けと書いてござい

ますが、それからギョウザやコロッケ、そう

いったものの製造、販売を11月から村の方で

開始しております。このことによって、新た

に村民２名が採用されております。 

 また、昨年度から検討を重ねてまいりまし

たヘルスツーリズム、そのモニターツアーを

11月に実施いたしまして、福岡方面から44名

が参加し、内容的にも大変好評を得たところ

でございます。今後の本格実施につなげたい

と考えております。 

 最後に、今後の対応方針でございますが、

ダムによらない治水につきましては、予算規

模を拡大し、早期に完成するよう、引き続き

国に求めるとともに、検討する場におきまし

て、一層の安全度の向上を目指して、国や流

域市町村と一緒に議論を深めてまいります。 

 五木村の振興については、スピード感を持

った解決を図るため、国交省政務三役が参加

する拡大会議を早期に開催するよう、国へ求

めてまいります。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○小早川宗弘委員長 以上で報告が終了しま

したので、質疑を受けたいと思います。質疑

はありませんか。 

 

○大西一史委員 １つだけ、済みません。 

 行政文書等の管理に関する条例(仮称)の中

で、ちょっと確認をさせていただきたいんで

すが、この４番目の既存文書の取り扱い、条

例施行前に作成、保存している行政文書等

も、できる限り条例の趣旨を踏まえて取り扱

うということになっていますけれども、この

できる限りというのは、原則としてというこ

とですかね。そういうふうに置きかえて考え

ていいのかというところを確認させていただ

きたいと思うんですが。 

 

○佐藤県政情報文書課長 既存文書の取り扱

いにつきましては、恐らく歴史公文書をどう

するかという形になると思います。そこにつ

きましては、努力義務としてやらせていただ

いておりますけれども、原則としてやるとい

う方向で考えております。 

 といいますのが、少し整理のために時間が

かかるものがあるというふうに思っておりま

すので、歴史公文書につきましては、目録等

をきちんと整備して、こういうのがございま

すというのを出したいと思いますので、少し

努力義務にさせていただいて、少し時間をか

けて整理をする分があるかなと思っておりま

すので、一応原則としてとしております。 

 

○大西一史委員 わかりました。 

 この行政文書等に関しては、委員の皆さん
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と一緒に視察で広島県の文書館の方に行きま

して、あのぐらい本当はスペースがあって整

理できればいいのかなというふうには思うん

ですが、あれをすぐ今確保するということは

なかなか難しいと思います。 

 ただ、整理の手法であるとか、そういった

ことについては、いろいろ参考にできる点が

かなりあったんじゃないかなというふうに思

いますので、やっぱり私、去年の委員会でこ

れは――６月だったかな、委員会で前の課長

さんのときに申し上げて、それからどんどん

どんどん動き始めたんですけれども、これに

関しては、やっぱり価値というものと、それ

から、これにも書いてありますけれども、事

務的な手続であるとか実績とか、そういった

ことを後から検証できるようにするというこ

とも非常に重要なことだろうというふうに思

いますので、そういう趣旨の中で生かされる

ように努力をしていただきたいというふうに

お願いをしておきます。これは要望です。結

構です。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかに質疑はありませ

んか。 

 (「はい」と呼ぶ者あり) 

○小早川宗弘委員長 なければ、これで報告

に対する質疑を終了いたします。 

 次に、その他で何かございませんでしょう

か。 

 

○中原隆博委員 １点だけよろしゅうござい

ますか。 

 熊本県庁のプロムナード、道路から見て県

庁正門の向かって右横ですか、熊本城の模型

があるわけですね。模型というか、あれだけ

大きいから模型とは言わないわけでございま

すけれども、聞くところによると、造園業関

係の方とかが、１年というようなスパンを設

けて、あそこにああいう形で、言うなれば日

本三大名城の一つと言われる熊本城のあれが

あるわけですよね。 

 だから、築城400年に向かっての一つのあ

あいう形での力作だというふうにも思うんで

すが、私の知る限り、戦国時代、時代の流れ

ともに、その三大名城も、その３つのお城と

いうのも変わってきているわけです。その中

で、どの時期にありましても、三大名城の中

にはこの熊本城は入っているやに記憶をいた

しております。 

 だから、あれを更新するような形で――ま

あ、時々私もいろんな方からお話がある中

で、あれはむごうむしゃんよかなというよう

なお話もありますし、ちょうど福岡に行くバ

スの中から、あの熊本城は見事なものという

ようなお話もお聞きをいたしております。 

 それで、１年で取り払うというのは非常に

もったいないような気もしますので、それは

つくられた方の御意向等ももちろんあると思

いますけれども、個人の家に持っていったっ

て、あれはなかなか大き過ぎるというような

部分がありますので、あそこにそのまま引き

続きというような気持ちも県民の一人として

私持つわけでございますけれども、その辺の

ことについて、管財課ですか、どこですか。 

 

○米満管財課長 管財課です。座ったまま御

説明させていただきます。 

 委員からいただきました、県庁通りに面し

ております県庁正門の入り口の東側のところ

に、約117平米の県庁敷地に、一応和風庭園

が設置されております。 

 これは、県の職業能力開発協会から、造園

等の技能検定について知っていただきたいと

いうことと、技能に関する関心と理解を深め

ていただきたいということで、平成22年４月

から23年３月までの１年間ということで、行

政財産の使用許可の申請があって建てられた

ものでございます。 

 和風庭園は、2011年の九州新幹線の全線開

通を控えて、熊本のシンボルであります築城
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400年の銀杏城とも呼ばれております熊本城

を中心に据えながら、銀杏通りであります県

庁プロムナードとの調和をテーマにしてつく

られております。また、世界に誇る活火山の

阿蘇の溶岩石で、白川と坪井川の流れに見立

て、有明海に注ぐ風情を表現したものという

ふうになっております。 

 この作品は、技能検定の造園の１級及び全

国技能五輪大会の課題となったもので、社団

法人日本造園連合会熊本県支部の青年部の方

々によって作製されたものです。また、こて

づくりの仕上げの熊本城は、平成12年、現代

の名工として厚生労働大臣の認定を受けまし

た太田正弘さんの作品となっております。ま

た、作品の制作費用及び管理費用について

は、協会のボランティアということで行われ

ております。 

 管財課としましては、技能振興という政策

に資するということと、管理上の支障がな

く、また敷地の景観向上にもつながるという

ことで、設置の許可を行っているものでござ

います。 

 委員からありました設置の延長についてで

ございますけれども、当課としましては、本

庭園は来庁者や通行者の方々に大変御好評を

いただいているということもありますし、設

置者で引き続き申請があれば、前向きに検討

したいというふうに思っております。 

 以上でございます。 

 

○中原隆博委員 だから、ぜひ申請して、来

年の開業、もちろん「くまモン」とかいろい

ろあるわけでございますけれども、来年に彩

りを添えるというようなことも含めて、引き

続いてあの位置にああいう形で鎮座まします

ようにお願いしておきたいと思います。どう

ぞよろしくお願いします。 

 

○米満管財課長 ありがとうございます。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかに何かございませ

んか。 

 

○大西一史委員 新熊本合同庁舎の整備のこ

とについてちょっとお尋ねなんですけれど

も、国の出先機関の改革ということについて

は、民主党の――これは地域主権調査会です

か、が12月２日に提言という形で政府に出し

ているんですけれども、この中で、国の出先

機関の事務権限を地方自治体に移譲、法務省

へ引き上げ、廃止、民営化等をすることによ

り出先機関を原則廃止するということが改革

の方向性として一つあると、ただ、その中

に、必ずしも全国一律に事務権限を移譲する

のではなく、移譲を希望する地方自治体や広

域連合の形成なる受け皿が整った地方から順

次移譲すべきであると、こういうような話な

んですけれども、熊本県としても、これまで

いろいろと私も質問をしてきましたけれど

も、九州地方知事会でも、九州広域行政機構

の設立というようなことを目指していろいろ

やっているわけで、熊本県もかなりイニシア

チブをとっているということですので、その

点と絡めて、新熊本合同庁舎の整備というの

が、ただ、９月の代表質問でも私がお聞きし

たとおり、ただただ国につくってくださいと

いうのではなくて、やはり受け皿としてこう

いった九州広域行政機構というものも、今イ

ニシアチブをとりながらやっているというこ

とを訴えながら、その受け皿としての立地場

所として、こういった新熊本合同庁舎の整備

ということが説明としてはつながっていくの

かなというふうにやっぱり思うんですね。 

 その点について、今の一連の出先機関改革

に対してのいろんな提言であるとか、そうい

ったものに対してどう受けとめているのかと

いうのが１つと、それから、この新熊本合同

庁舎ということの絡みというか、考え方とい

うことについて、どう整理されておられるの

かというのをお尋ねします。 
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○佐藤地域振興課長 新熊本合同庁舎の整備

につきましてでございますけれども、確かに

今委員御指摘のとおり、国の出先機関改革で

いろんな議論がされております。ただ、まさ

にこれも御指摘いただきましたように、熊本

県におきましては、九州広域行政機構、こう

いった提言を九州地方知事会でやっていると

ころでございまして、これは決して新熊本合

庁の建設にマイナスになるものではなく、む

しろプラスに当たるものではないかと考えて

おります。 

 今までも国に対する要望の中で、いろいろ

県、市が協力してきた経緯を踏まえていただ

きたいということも言っておりますが、あわ

せて、仮に国の出先機関が廃止されても、そ

の受け皿となる機関が要るんじゃないかとい

うようなことも申し上げているところでござ

います。そういったことも含めて、引き続き

新熊本合庁の建設促進に向けて頑張ってまい

りたいと思っております。 

 

○大西一史委員 そういうことで、やっぱり

説得力を持って、今の民主党政権にしても、

政府にしても、きちっと要望をしていかなけ

ればならないと。もう少しやっぱり具体的に

踏み込んでもいいんじゃないかなというふう

に思ったものですから、９月の代表質問のと

きに、福岡の第２合同庁舎あたりを全部熊本

に持ってくるというようなことも考えてみて

はどうかというような提案をしたわけです

ね。だから、そういったことも少しずつ出し

ながら、ぜひやっていただきたいということ

をお願いしておきます。 

 それと、企画振興部長にお尋ねしますけれ

ども、この新熊本合同庁舎、これは概算要求

としては見送られたわけですけれども、例

年、もうこの時期になると、大体これが当初

に盛り込まれるかどうか、何となく見えてく

る時期じゃないかなというふうに思うんです

が、これは財務省の関係の方であるとか、出

身省庁の、あるいは企画振興部長の個人的な

いろんな人脈の中で、もうそろそろこれはわ

かっていてもよさそうな感じがするんです

が、どうですか。 

 

○坂本企画振興部長 確かに、私自身が予算

編成に携わっていたころは、もう少し早い時

期、12月の第１週には追加要望というのは大

体終わっておったわけですけれども、やはり

民主党政権になって政治主導ということで、

財務省原案が出てきて、復活折衝してという

プロセス自体がない状態になっております。

全体に、そういう意味で、今新聞報道なんか

見ていても、非常に本来11月に片づいている

ような話を今やっている部分もございますの

で、全体におくれおくれになっております。 

 新熊本合同庁舎の問題につきましては、国

土交通省と相当いろんな議論もして、意見交

換もしておりますけれども、端的に言えば政

治マターであると、政務の大臣がお決めにな

ることだから、大臣が決める際の基準とし

て、その合同庁舎が有効活用されるかどう

か、今の受け皿機関の話にも絡みますけれど

も、駅前一等地だから有効活用できるじゃな

いかみたいなことを熊本が言っているという

ことは、十分インプットしてもらっていると

思います。その上で、まさに大西委員がおっ

しゃられた、国の出先機関改革の議論を踏ま

えて大臣は判断されるだろうという情報を得

ておりますので、この出先機関改革の話自体

は、先ほど聞かれたのは、たしか民主党の党

の方の御議論ですね。 

 

○大西一史委員 そうです。党の議論。 

 

○坂本地域振興部長 実際の出先機関改革の

話は、これはむしろ内閣の方の意思決定にな

ってきますので、こちらの方の進捗状況を私

どもも十分把握し切れていないところがあり

 - 22 -



第８回 熊本県議会 総務常任委員会会議記録（平成22年12月14日） 

ますが、恐らく今議論されたような内容だと

思うんですけれども、そこと両にらみで決め

ていかなきゃいけないことがあって、恐らく

意思決定が、12月のもう中旬で、本来大詰め

の時期にもかかわらず私どもにまだ情報が来

ていないと、こういうことになっているんだ

ろうと思います。 

 いずれにしましても、12月の24日なりに最

終的な決定がなされていくことから逆算する

と、もう10日前ですので、そう遠くないうち

にごさたがあるだろうと思いまして、私ども

としては、知事からの相当力強いプッシュも

しておりますし、事務方とは、正直申し上げ

て相当御理解もいただいているんです。 

 ですから、希望を持ちながら最後のごさた

を今待っているところで、人事を尽くして天

命を待つじゃないですけれども、もう今から

じたばたというよりは、先々週末の県選出国

会議員の方々との意見交換会でも、非常に力

強いお言葉もいただいていますので、そうい

ったプッシュもある意味では済んだところで

決定待ちという状況にもございます。 

 

○大西一史委員 今部長の答弁にもあったと

おり、もう普通ならわかっているはずなんで

すね、追加要望なんてというのは。私も長い

こと代議士の秘書をしてましたから、その辺

はルールとしてそういうふうになっている。

もちろん、政権がかわったからやり方が変わ

るというのは、それはもうあり得ることでは

ありますけれども、やっぱりそういったこと

で非常におくれおくれになっていて、結局、

私たちも、新幹線、来年春にもう開業、90日

切っている中で、どうやって動いていくか、

仕かけていくかというようなことがあるわけ

ですから、その辺は、企画振興部長、あえて

国の方から財務省の中枢の超エリートの方を

お招きをして、お招きをしてって、私が招い

ているわけじゃないんですが、していただい

ているわけですから、ぜひともその辺の人脈

あたりを駆使していただいて、この熊本にそ

ういった光が差し込むような努力をお願いし

たいということを要望しておきます。このく

らいにしておきます。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかに何かその他で質

疑はありませんか。 

 

○田大造委員 先日行われた国会議員との

意見交換会でも、民主党県連代表の松野頼久

さんの方から意見が出たと思いますけれど

も、合同庁舎――まあ誤解がないように言っ

ておきますと、合同庁舎Ｂ棟、この建設がと

まったのは前政権下です。前政権下でとまっ

て、それをいかに復活させようかと、これは

もう事実ですので、昨年の６月の話ですか

ら、それをまた復活させるのに、今、民主党

県連としても、一丸となっています。こうい

うところです。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかに何かありません

か。――なければ、私の方から意見書につい

てちょっと御提案をさせていただきたいと思

いますけれども、先ほどの請第52号の件です

けれども、不採択となりましたけれども、請

願の背景となっております公私立学校間の格

差是正といった部分では、理解できる部分も

ありますし、本県にとっても非常に重要な課

題だというふうに思いますので、また、県財

政も非常に厳しい中で、県単独ではなかなか

格差是正といった取り組みには限界があると

いうふうに思いますので、国に対して意見書

を提出したいと考えております。 

 事務局から意見書(案)を配付させますの

で、御審議のほどよろしくお願いします。 

  （事務局意見書(案)配付) 

○小早川宗弘委員長 じゃあ、しばらく御一

読いただきたいと思います。 

 なお、執行部からの状況説明は、先ほどの

請願の説明と重なりますので、省略をさせて
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いただきたいというふうに思います。 

 御一読いただけたかと思いますけれども、

御意見は何かありますか。 

 

○大西一史委員 先ほどの請願を不採択にし

ておいて、また意見書を出すというのは、一

体これはどういう手続なのかなというふうに

やっぱり思いますね。 

 それであれば、意見書の中身をもっと深く

審議した中で議論をして意見書を出しましょ

うということで、皆で考えて、委員で出され

るべきではないかなというふうに思います。

こういうことがあらかじめ用意されていたか

のように出てくるというのは、この内容につ

いては、それはもう公私間格差をなくすとい

うことは、これは先ほどの内容とあんまり変

わらないわけですね。まあ、一部ちょっと具

体的な部分に関しては言及はされていないと

いうところはありますが、だから、この意見

書(案)に関しては、これで国に対して働きか

けるということは結構でありますけれども、

ただ、今後、委員長、こういった意見書を出

すというようなプロセスについては、急にこ

うやって案が出てくるというようなことは、

やはり議会運営上も委員会運営上も考えてい

ただかなければならないことだというふうに

思いますので、その点だけは要望をしておき

ます。内容については、これで結構でござい

ます。 

 

○小早川宗弘委員長 先ほどの請願の内容

は、請願事項として、私立学校の経常費の助

成の増額といった点とか、あるいは保護者の

学費軽減を直接県に求める請願内容でありま

したので、なかなかそういったことは、県の

厳しい財政状況の中で、厳しいというふうな

判断の先生方が多かったろうと、多いから不

採択になったんだろうというふうに思います

けれども、私も、この請願を見まして、気持

ちがわかるというか、公私間の格差是正とい

った部分では、ぜひ国に対して意見書を出し

たらどうかというふうな判断の中で、私の判

断で意見書を提案させていただいたわけであ

りますけれども、あんまり手続的には突然と

いいましょうか、事務局とも打ち合わせをし

て、前もって委員の先生方にも意見書(案)は

お配りしているというふうな配慮はしている

つもりでありますので、その辺は理解してい

ただきたいなというふうに思っておりますけ

れども。 

 

○城下広作委員 先ほど大西先生が言われま

したように、過去においても同じようなのが

請願者が違って出てきて、内容はよく似てい

ると、だけど、なかなかそこがまとめられな

くて継続にしたりという経緯もありましたの

で、本当にこういうことはいろんな形で慎重

に審議しながらやった方がいいのではないか

と。 

 内容は、だから、全く先ほどと基本的に同

じで、県というか、国にということだけど、

やはり保護者の目線からいけば、全く同趣旨

だと私も思います。 

 よくこれは過去に何回も同じような形の部

分で、いろいろと表現、請願を出す方が違う

ことによってよく翻弄してきたというような

経緯があるものだから、そのこともよく踏ま

えておいていただきたいというふうに思いま

す。 

 

○小早川宗弘委員長 あと１つ、ちょっと言

わせていただければ、あくまでも請願事項と

いうふうな点でとらえたら、全くこの意見書

の中身というのは違った内容ではないかな

と。 

 この請願の背景にあっているものというの

は非常に重要だというふうなことで、この請

願の採択の審議の際には審議をしなくて、そ

の他の欄で私も出させていただきましたの

で、あくまでも委員長からの提案というふう
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なことで御理解を、関連はしておりますけれ

ども、言い方的には不採択したことと関連づ

けましたけれども、そういうふうな御理解を

いただきたいなというふうに思います。 

 

○大西一史委員 わかりました。 

 

○小早川宗弘委員長 それでは、ほかに何か

御意見はありませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○小早川宗弘委員長 なければ、意見書につ

いてはこれでよろしいでしょうか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり) 

○小早川宗弘委員長 それでは、検討した上

で意見書(案)を委員長名をもって議長あてに

提出したいと思います。 

 以上で本日の議題は終了しました。 

 最後に、要望書等が７件提出されておりま

すので、御参考としてお手元に写しを配付し

ております。ごらんいただきたいと思いま

す。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会いたします。 

  午前11時38分閉会 

 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する 
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